
財　　政　　事　　情

　今回は、令和５年３月３１日に市議会で議決されました「令和５年度

一般会計当初予算の概要」についてお知らせします。



令和５年度 一般会計歳入歳出予算の前年度当初予算対比表

歳 入 予 算 歳 出 予 算

令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

　　　科　　　　　目 当初予算額 当初予算額 増　減　額 伸　率 (%) 当初予算 目　的　別　分　類 当初予算額 当初予算額 増　減　額 伸　率 (%) 当初予算

（Ａ） （Ｂ） (A)－(B)＝(C)    (C)／(B) 構成比 (％) （Ａ） （Ｂ） (A)－(B)＝(C)    (C)／(B) 構成比 (％)

1 市 税 8,384,639 7,884,554 500,085 6.3 30.3 1 240,788 250,891 △ 10,103 △ 4.0 0.9

2 地 方 譲 与 税 211,290 304,392 △ 93,102 △ 30.6 0.8 2 2,542,080 2,869,208 △ 327,128 △ 11.4 9.2

3 利 子 割 交 付 金 3,004 4,984 △ 1,980 △ 39.7 0.0 3 13,983,770 13,413,611 570,159 4.3 50.6

4 配 当 割 交 付 金 37,661 23,137 14,524 62.8 0.1 4 2,074,388 2,054,791 19,597 1.0 7.5

5 株式等譲渡所得割交付金 34,637 16,792 17,845 106.3 0.1 5 17,390 17,406 △ 16 △ 0.1 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 110,428 81,533 28,895 35.4 0.4 6 321,808 449,170 △ 127,362 △ 28.4 1.2

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,502,537 1,512,695 △ 10,158 △ 0.7 5.4 7 235,335 235,311 24 0.0 0.8

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 2,791 2,374 417 17.6 0.0 8 723,071 1,660,322 △ 937,251 △ 56.4 2.6

9 環 境 性 能 割 交 付 金 25,346 21,394 3,952 18.5 0.1 9 1,002,655 737,151 265,504 36.0 3.6

10 国有提供施設所在市町村助成交付金 160,117 142,005 18,112 12.8 0.6 10 2,620,931 2,832,428 △ 211,497 △ 7.5 9.5

11 地 方 特 例 交 付 金 87,800 104,636 △ 16,836 △ 16.1 0.3 11 8,530 8,530 0 0.0 0.0

12 地 方 交 付 税 5,075,561 4,807,348 268,213 5.6 18.4 12 2,078,447 2,026,540 51,907 2.6 7.5

13 交通安全対策特別交付金 12,000 13,000 △ 1,000 △ 7.7 0.1 13 1,743,884 1,735,831 8,053 0.5 6.3

14 分 担 金 及 び 負 担 金 574,079 565,707 8,372 1.5 2.1 14 50,000 50,000 0 0.0 0.2

15 使 用 料 及 び 手 数 料 833,164 849,476 △ 16,312 △ 1.9 3.0 27,643,077 28,341,190 △ 698,113 △ 2.5 100.0

16 国 庫 支 出 金 6,055,775 6,732,499 △ 676,724 △ 10.1 21.9

17 県 支 出 金 2,520,189 2,534,375 △ 14,186 △ 0.6 9.1

18 財 産 収 入 34,373 34,996 △ 623 △ 1.8 0.1 性　質　別　分　類
19 寄 附 金 510,001 400,001 110,000 27.5 1.9 人 件 費 4,364,388 4,454,854 △ 90,466 △ 2.0 15.9

20 繰 入 金 574,787 1,074,368 △ 499,581 △ 46.5 2.1 義務的 扶 助 費 9,925,147 9,822,016 103,131 1.0 35.9

21 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0 経費 公 債 費 2,078,447 2,026,540 51,907 2.6 7.5

22 諸 収 入 439,619 387,961 51,658 13.3 1.6 義務的経費 16,367,982 16,303,410 64,572 0.4 59.3

23 市 債 453,278 842,962 △ 389,684 △ 46.2 1.6 投資的 普通建設事業費 914,143 2,060,279 △ 1,146,136 △ 55.6 3.3

歳　　　入　　　合　　　計 27,643,077 28,341,190 △ 698,113 △ 2.5 100.0 経費 災害復旧事業費 8,530 8,530 0 0.0 0.0

投資的経費 922,673 2,068,809 △ 1,146,136 △ 55.3 3.3

※   自　　主　　財　　源 11,350,663 11,197,064 153,599 1.4 41.1 物 件 費 4,698,959 4,270,970 427,989 10.0 17.0

　　　依　　存　　財　　源 16,292,414 17,144,126 △ 851,712 △ 5.0 58.9 維 持 補 修 費 60,301 61,800 △ 1,499 △ 2.4 0.2

補 助 費 等 2,123,327 2,245,821 △ 122,494 △ 5.5 7.7

○ 市　税　の　内　訳 その他 積 立 金 279,538 231,227 48,311 20.9 1.0

市 民 税 3,932,668 3,557,241 375,427 10.6 14.2 の経費 投 資 ・ 出 資 3,800 11,600 △ 7,800 △ 67.2 0.0

固 定 資 産 税 3,677,647 3,579,719 97,928 2.7 13.3 貸 付 金 59,292 60,972 △ 1,680 △ 2.8 0.2

軽 自 動 車 税 258,017 242,732 15,285 6.3 0.9 繰 出 金 3,077,205 3,036,581 40,624 1.3 11.1

た ば こ 税 516,306 504,861 11,445 2.3 1.9 予 備 費 50,000 50,000 0 0.0 0.2

入 湯 税 1 1 0 0.0 0.0 そ の 他 の 経 費 10,352,422 9,968,971 383,451 3.8 37.4

27,643,077 28,341,190 △ 698,113 △ 2.5 100.0

（単位 ：千円，％） （単位 ：千円，％）
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令和５年度行橋市一般会計当初予算概要 

令和５年度一般会計当初予算は、３月定例会における否決を考慮し、市民生

活に直結する予算を最優先とする事を念頭に置き、再度編成されたものです。

人件費、扶助費、公債費などの義務的経費を中心に計上し、建設事業など投資

的経費においては、債務負担項に基づくものや、時期的に当初予算から計上す

る必要がある経費に限定して計上する骨格予算となっています。予算規模とし

ましては、２７６億４，３０７万７千円で、前年度当初予算と比べ 6 億９，

８１１万３千円、２，５％の減となっています。 

歳入面では、市税のうち、固定資産税における新築家屋や償却資産の増、個

人市民税における個人の所得の増、法人市民税における企業収益の増に伴い、

市税全体として、前年度当初予算額を上回っています。しかし、その一方で、

骨格予算による国庫支出金及び繰入金の減少などにより、歳入合計額は昨年度

より減少しております。 

歳出面では、公債費などの義務的経費の増加に対し、骨格予算編成による普

通建設事業費などの投資的経費が減少しているため、歳出合計額は昨年度より

減少しております。 

このような状況の下、市税等の自主財源の確保に努めると共に、選択と集中

の観点から事業の精査や見直しに取り組み、行財政経費の節減及び効率的配分

に努め、計画的に事業を推進し、本市の新たな将来像として定めた「ここっち

いいやん くらそう ゆくはし」の実現に向け、第６次総合計画に沿った各種

施策を実施していきます。 

 

令和５年度予算の特徴 

今年度の予算を特徴付ける主な事業とその予算額について、第６次総合計画

に掲げた４つの基本理念に沿って紹介します。 

 

【ゆとりあるまち】 

消防車両等整備事業                ２億９，５２８万円 

（はしご付消防自動車、高規格救急車）         

小学校空調設備                  １憶７，９５５万円 

 

 

 

観光協会推進事業                 １，０１６万円 

道路メンテナンス（橋梁修繕）事業           ５３９万円 

Q―U 調査事業                    ２７１万円 

部活動改革事業                    ２０３万円 

 

 

【共生するまち】  

空家対策事業                   １，３８３万円 

 

 

【活躍するまち】 

行橋プレミアム商品券事業             ２，８４７万円 

農村地域防災減災事業                 ７０２万円 

農業者育成支援事業                  ３００万円 

 

 

【進化するまち】 

 事業なし 

  

  



歳　　入
歳入の主なものは、

％)
市民の皆さんに納めていただく税金（市民税・固定資産税など）です。

％)
地方公共団体が等しく事務ができるよう国が交付する税で、所得税、
法人税、酒税、消費税、たばこ税の一定割合が充てられます。

％)
国が市町村に交付する負担金、補助金、委託金などです。

％)
県が市町村に交付する負担金、補助金、委託金などです。

％)
市が資金調達のために基金（積立金）から取り崩す資金です。

％)
市が公共事業の資金調達等のために県の同意を得て長期に借り
入れる資金です。

歳　　出
歳出の主なものは、

民　生　費　　139億8,377万0千円

消　防　費　　10億0,265万5千円

総　務　費　　25億4,208万0千円

教　育　費　 26億2,093万1千円

土　木　費　　 7億2,307万1千円
市 債 4億5,327万8千円 (構成比 1.6

県 支 出 金 25億2,018万9千円 (構成比 9.1

繰 入 金 5億7,478万7千円 (構成比 2.1

国庫支出金 60億5,577万5千円 (構成比 21.9

商　工　費　　 2億3,533万5千円

地方交付税 50億7,556万1千円 (構成比 18.4

農林水産業費　 3億2,180万8千円

衛　生　費　　20億7,438万8千円

市 税 83億8,463万9千円 (構成比 30.3

総務費は、主に、市の全般的な管理、戸籍、統計、選挙や税金の徴収など地方
自治体が基本的に行うべき事務的経費です。

そのほかにも男女共同参画事業、防災対策事業、人権推進事業、国際交流事業
などにかかる経費です。

民生費は、主に障害者福祉、児童福祉、老人福祉、生活保護など一人ひとりの
一定水準の安定した生活を保障するための経費です。

障害者福祉費については重度障害者医療費、更生医療費・補装具給付費や障害
福祉サービス事業などに、児童福祉費については児童手当、子ども医療、児童ク
ラブ事業、少子化時代に対応した子育て支援事業などにかかる経費です。また、
老人福祉費については老人保護措置費、後期高齢者医療制度事業などにかかる経
費です。

衛生費は、一人ひとりが健康で衛生的な生活が出来るようにするための経費で
す。主なものは保健衛生費や清掃費です。

保健衛生費については行橋京都メディカルセンター組合負担金、がん検診等の
各種検診や健康相談です。また、清掃費については行橋市・みやこ町清掃施設組
合負担金、ゴミ減量分別啓発事業、廃棄物不適正処理対策事業やし尿処理費など
環境保全対策にかかる経費です。

農林水産業費は、農林水産業の振興をはかるための支援や生産基盤整備などに
関わる経費です。主に、農業振興事業、農村環境整備事業、漁港施設の整備や栽
培漁業の推進などにかかる経費です。

商工費は、商工業の発展や観光事業のために使われる経費です。
主に、地域活性化推進事業、消費生活相談事業、中小企業育成事業や観光地環境
整備事業などにかかる経費です。

土木費は、道路や橋、公園、住宅の整備など、街づくりに関わる経費です。
主に、市営住宅施設管理費、道路整備事業、都市公園整備事業、総合公園管理な
どにかかる経費です。

消防費は、消火活動や、風水害、地震などを含む災害を防ぐため、また、これ
らが発生した場合の被害を軽減させるための活動にかかる経費です。日頃の防災
活動は全てここに含まれます。

主に、消防団関係経費、防火水槽の整備や各種消防講習などにかかる経費で
す。

教育費は、教育・学習に関わる経費です。学校教育のほか、公民館、図書館、
スポーツ関係などの生涯学習に関わる経費も全て含まれています。

主なものとして、学校教育費については、小中学校ICT管理事業、小中学校の
教材備品購入費などに、また、社会教育費については、公民館や学供施設の管理
にかかる経費、文化振興を図る経費、各種教育講座の経費、人権教育指導などに
かかる経費です。



収 益 的 支 出 9億4,345万5千円
資 本 的 収 入 5億7,195万1千円
資 本 的 支 出 8億9,265万1千円

資 本 的 収 入 2億8,109万1千円
資 本 的 支 出 9億6,081万6千円

下 水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入 10億5,292万4千円

令 和 ５ 年 度 公 営 企 業 会 計 予 算

水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入 15億0,816万9千円
収 益 的 支 出 13億6,707万9千円

行 橋 市 介 護 保 険 特 別 会 計 68億2,311万5千円
行 橋 市 農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1億0,298万1千円
行 橋 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 12億6,636万3千円

令 和 ５ 年 度 特 別 会 計 当 初 予 算

行 橋 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 77億1,338万9千円
地 方 卸 売 市 場 行 橋 市 魚 市 場 特 別 会 計 3,866万6千円
行橋市・苅田町・みやこ町介護認定特別会計 4,299万7千円



民生費 13,983,770 50.6 %
教育費 2,620,931 9.2 %

市 税 8,384,639 30.3% % 総務費 2,542,080 9.5 %
国 庫 支 出 金 6,055,775 21.9% % 衛生費 2,074,388 7.5 %
地 方 交 付 税 5,075,561 18.4% % 公債費 2,078,447 7.5 %
県 支 出 金 9.1% % 土木費 723,071 2.6 %
市 債 453,278 1.6% % 農林水産業費 321,808 1.2 %
そ の 他 5,153,635 18.6% % その他 3,298,582 11.9 %
合計 27,643,077 100.0% % 合計 27,643,077 100 %

市　税　の　内　訳
義務的経費 16,367,982 59.2%

千円 扶助費 9,925,147 35.9%
千円 人件費 4,364,388 15.8%
千円 公債費 2,078,447 7.5%
千円 その他の経費 10,352,422 37.5%
千円 物件費 4,698,959 17.0%

繰出金 3,077,205 11.1%
その他 2,576,258 9.3%

922,673 3.3%
普通建設事業費 914,143 3.3%
災害復旧事業費 8,530 0.0%

27,643,077 100.0%
100.0%

258,017
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入 湯 税 1

令和５年度　　歳入歳出当初予算
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（Ａ） 千円 （Ａ） 千円

（Ｂ） 人 （Ｂ） 人

（Ａ÷Ｂ） 円 （Ａ÷Ｂ） 円

目的 一人あたり 金額
その他 45,433 3,298,582,000

0 農林水産業 4,433 321,808,000
7,112 公債費 28,629 2,078,447,000
3,554 土木費 9,960 723,071,000

50,655 衛生費 28,573 2,074,388,000
54,169 総務費 35,015 2,542,080,000

教育費 36,101 2,620,931,000
民生費 192,614 13,983,770,000

市 民 税 3,932,668,000

入 湯 税 1,000
た ば こ 税 516,306,000
軽 自 動 車 税 258,017,000

市 民 一 人 あ た り の 額 115,490 市 民 一 人 あ た り の 額 380,758

固 定 資 産 税 3,677,647,000

令 和 ５ 年 ２ 月 末 日 現 在 の 人 口 72,600 令 和 ５ 年 ２ 月 末 日 現 在 の 人 口 72,600

市税収入（予算）を市民一人あたりに換算すると 歳 出 総 額 （ 予 算 ） を 市 民 一 人 あ た り に 換 算 す る と

令 和 ５ 年 度 市 税 収 入 （ 予 算 ） 8,384,639 令 和 ５ 年 度 歳 出 総 額 （ 予 算 ） 27,643,077

0円

7,112円

3,554円

50,655円

54,169円

入湯税

たばこ税

軽自動車税

固定資産税

市民税

市民一人あたりの額 （円）

45,433円

4,433円

28,629円

9,960円

28,573円

35,015円

36,101円

192,614円

その他

農林水産業費

公債費

土木費

衛生費

総務費

教育費

民生費

市民一人あたりの額 （円）



【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 819,566 千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 14,291,439 千円

（単位：千円）

区分 名称 国県支出金 市債 その他
社会保障財源化分の
地方消費税交付金 その他

障害福祉事業 3,044,342 2,145,933 0 44,159 120,433 733,817
高齢者福祉事業 194,311 856 0 33,043 22,615 137,797
児童福祉事業 4,680,531 3,149,315 0 317,320 171,136 1,042,760
母子福祉事業 219,253 105,875 0 2,061 15,694 95,623
生活保護扶助事業 2,659,913 2,058,413 0 4,196 84,209 513,095
総合福祉事業 151,497 4,868 0 2,051 20,383 124,195
小計 10,949,847 7,465,260 0 402,830 434,470 2,647,287
介護保険事業 1,070,502 64,567 0 0 141,818 864,117
国民健康保険事業 685,002 314,651 0 0 52,212 318,139
後期高齢者医療 1,273,101 199,227 0 0 151,396 922,478
年金 4,667 3,499 0 0 165 1,003
小計 3,033,272 581,944 0 0 345,591 2,105,737
高齢者医療事業 0 0 0 0 0 0
病院事業 0 0 0 0 0 0
疾病予防対策事業 222,058 705 0 7,997 30,079 183,277
医療提供体制確保事業 33,300 6,710 0 11,491 2,129 12,970
健康増進対策事業 52,462 1,198 0 0 7,227 44,037
医療費に係る助成 500 0 0 0 70 430
小計 308,320 8,613 0 19,488 39,505 240,714

14,291,439 8,055,817 0 422,318 819,566 4,993,738合計

特定財源 一般財源
財源内訳

　　　　　　　　　令和５年度一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　　　　　　　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

令和５年度
当初予算額

事　業　名

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生
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